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はじめに
　「新しい公共と市民自治」を共通の研究テー
マとした研究会の研究成果として、協同総合研
究所の研究年報『新しい公共と市民自治』（協
同総合研究所、2008年10月 1 日）がまとめら
れ、刊行された（注 1 ）。また2008年10月 5 日、
明治大学駿河台校舎において協同総合研究所主
催『「新しい公共と市民自治」を考える』総括
フォーラムが開催された（注 2 ）。同研究年報の
発行と総括フォーラムの開催にあたって、ここ
に若干のコメントを述べ、「新しい公共性にお
ける協同性」について検討を行っていきたい。
　研究会テーマの「新しい公共と市民自治」そ
して本稿のテーマたる「新しい公共性における
協同性」において検討されるべき研究課題とは
何かについて、まず指摘しておきたい。それに
は次のような4つの検討課題が挙げられるであ
ろう。
≪第 1 課題≫ 「新しい公共性」とは何か。その
「新しさ」は何に求められるか。
≪第 2 課題≫ 「市民自治」とは何か。その公共
性との関連はどこにあるか。
≪第 3 課題≫ 新しい公共性において「協同」は
どのような意義があるのか。
≪第 4 課題≫ 新しい公共性における協同組織
たる「協同労働の協同組合」の意
義と課題は何か。
　以下ではこの 4 つの課題を検討するが、その
前に本研究年報に収録されている諸論考がこれ
らの課題をどのように取り扱っているのかを整
理しておこう。
　（ 1  ）福嶋浩彦「新しい公共と市民自治－協
同労働への期待－」は「新しい公共」に
ついて正面から取り組み、我孫子市にお
ける実例について論じている。（上記第
1 課題と第 2 課題）
　（ 2  ）前山総一郎「『住民統治』」型の地域構
築とは－世界・アメリカのコミュニティ
自治から－」は住民自治・市民自治の意
義と実際について論究している。（上記第
2 課題）
　（ 3  ）山本幸司「公務労協『公共サービスキ
ャンペーン・憲章制定運動』の取り組み」
は今日の公共サービスをめぐる社会経済
背景や労働組合が提起する公共性につい
て触れている。（上記第 1 課題）
　（ 4  ）中川雄一郎「地域づくりと社会的企業
－地域づくりと共生型経済－」は新しい
公共性として重要な具体的課題として地
域づくりと共生型経済について論じ、合
わせて市民性概念について整理してい
る。（上記第 1 課題①と第 2 課題）
　（ 5  ）炭谷　茂「ソーシャルインクルージョ
ン（社会的包摂）の理念と実践－社会的
排除・格差社会に抗する、新しい社会福
祉の実践－」は新しい公共として社会的
包摂の問題を論じている。（上記第 1 課
題）
　（ 6  ）植田和弘「持続可能な地域社会－人・
環境・経済をつなげる地域づくり－」も
新しい公共としての地域づくりについて
論じている。（上記第 1 課題）
　（ 7  ）本田由紀「若者の労働と生活世界－い
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ま、若者はどんな現実に生きているか－」
も新しい公共としての若者の労働と生活
の問題をとりあげている。（上記第 1 課
題）
　（ 8  ）宮本太郎「地域再生の新しいデザイン
－「参加」と「つながり」の力で格差社
会を超える－」は新しい公共としての地
域再生の新デザインを提起する。（上記第
1 課題と第 2 課題）
　このように本書の各論考は主として、①「新
しい公共性」と②「市民自治」について論述し
ている。新しい公共が今日の最も重要な課題で
あり、市民自治がその仕組みであるとすれば、
この 2 つの課題を本書の根幹とするのは正当
であるといえよう。ただし協同総合研究所とし
ては、③「協同」の意義と④「協同労働の協同
組合」の意義と課題について、若干の補充した
検討が必要に思われる。
　そこで本稿において、新しい公共性と協同性
の関連を検討し、その結合形態としての新しい
協同組織の特質を明らかにしていくことを目的
としたい。以下では最初に現代の社会経済的背
景の根幹に触れ、順次上記 4 つの課題について
論述して、新しい協同組織の公共性と協同性の
結合の意義やそのための課題について検討して
いくことにする。
1 ．今日の社会経済的背景
　まず現代の社会経済的背景の根幹に触れ、今
日における協同の意義、その復権と創造の必要
性について検討したい。
　わが国の社会経済はじめ多くの分野におい
て、日本における新自由主義の社会改革構想と
して「自助自立の社会経済システムの構築」が
掲げられ、全ての分野において「自助自律・自
己責任」が一方的に強調されてきた。たとえ
ば、教育改革は「自助自律・自己責任」で競争
原理と市場原理で進められ、医療福祉改革は同
じく「自助自律・自己責任」において市場競争
として展開され、年金改革は社会保障・社会福
祉としてではなく「自助自律・自己責任」で私
的・個人年金中心に切り替えようとし、地方改
革は「自助自律・自己責任」の下に「地方の責
任」とされた。その結果「協同より競争」があ
らゆる分野で推進され、「他者より自己」が何
よりも大事にされ、「未来より現在」が重視さ
れてきた。そこでは「強い個人」が希求され、「脱
落者」は切り捨てられた。その社会経済システ
ムの犠牲者の最たる、失業や非正規雇用などに
苦しむ若者・女性・高齢者たちに「自助自律・
自己責任」を強要し、彼らの中に自己責任意識
と自己嫌悪意識を醸成し、彼らを孤立と絶望と
不安の中に落としこめてきた。まさしく現在は
若者・女性・高齢者はじめ多くの人々の生命と
人生といった人間存在の危機に直面しているの
である。これが1990年代から2000年代初頭に
おける日本社会の深部における実相である。
　こうした時代において求められるのは、①新
自由主義的な自助自律の社会経済システムでは
なく、そしてまた②国家主導型社会経済システ
ムでもなく、まさしく③人々の生活と人生とい
った人間存在の根底において、自発的な人々の
結社による協同活動と地域における自主的自治
的活動が結びあった、いわば多種多様なアソシ
エーションとコミュニティの自治による、連帯
と協同に基づいた社会経済システムを創造して
いくことではなかろうか。
　この点で2008年10月号の月刊誌『世界』は、
「『若者が生きられる社会』宣言」を特集して、
作家・精神科医の“なだいなだ”とヤンキー作
家“雨宮処凛（かりん）”が「相互扶助が自己
責任論を打ち砕く！老人と若者の連帯で日本を
変える」と題して対談している。そこでは、若
者や高齢者たちが「相互扶助の精神」で連帯す
ることが、現在の貧困や苦悩を解決するために
最も大切なことであると強調している（注 3 ）。こ
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のように相互扶助と連帯への大道が求められ、
協同の再評価が始まったということは、歴史の
動きが連帯と協同の方向へ大きく舵を切り替え
始めたこととして注目されなければならない。
　それでは、上記の 4 つの課題に即して、本題
の「新しい公共性における協同性」について検
討していきたい。
2 ．新しい公共性とは何か
　第 1 の課題は、「新しい公共性」とは何か、
ということである。本書の最も重要な課題とし
て、「新しい公共性」がまず明確にされ、その
共通認識が形成されなければならない。その前
に「公共性」一般について検討しておきたい。
ある意味でこの公共性一般は「本来の公共性」
ということができるし、また今日の「新しい
公共性」にも深く関わるものであると考えられ
る。
（1）公共性一般の概念
　公共性一般について福嶋浩彦氏は本研究年報
において、公共とは「社会の構成員の共通の利
益を実現する仕組み」であるとする（注 4 ）。こ
この「共通の利益」ということは重要な指摘で
ある。「共」の要素がここには含意されている
からである。
　山本幸司氏はその点について、本研究年報に
おいて「全ての人々の基本的人権を保障し、必
要に応じ公平に利用できるもので、安心・安全
の生活を支える社会の基盤である」と述べてい
る（注 5 ）。
　また公共性に関して次のような見解がある。
すなわち公共性とは「みんなにかかわりのある
こと、それをみんなに知らせ、たがいのために
みんなに開かれたかたちで議論すべきこと」で
ある（注 6 ）、あるいは、公共的な課題とは「個
人または個々の家庭の自助をもってしては充
足・達成・解決することのできない課題」であ
る（注 7 ）、との見解も提起されている。
　ここには「公共性」を、広く社会構成員にお
ける、人的性格、共通の課題性、公正性、公開
性においてとらえ、個人的自助を超えたところ
のものとしている。このように「公共性」には、
一般の人々、公衆、共通、社会、公開等の意味
が含意されている、文字通り“public”の特質
である。
　ここで「古い公共性」についてもふれておき
たい。明治以降、「行政＝公共」「官＝公」が日
本社会に定着し、日本社会に行政依存の意識を
つくり出してきた、しかし公共を行政が独占す
る時代は終わった、現在では、公共というも
のを行政が全部自分でやる、独占する、支配す
るということが全くできない時代になった、と
福嶋浩彦氏はのべている。古い公共性とはこの
ように、「国家＝公」とみなす閉鎖的な公共観
であり、その場合の公共は国家によって独占さ
れていたのであった。しかし国家以前あるいは
近代国家以前において、社会一般の共通の課題
としての「公共性」は何によって担われていた
のであろうか。それは地域社会たる「ムラ」で
あった。道路、灌漑、河川、山の維持管理、相
互扶助による助け合いはこうした村の自治とし
て行われていたのであったが、近代においては
それらの公共的課題は国家・行政の独占するも
のとなり、こうした共同体的自治は崩壊してい
き、今日に至っているのである。
　さてここで「公共性」の定義についての主要
な見解を整理しておきたい（注 8 ）。
　　◆ 山川雄巳「公共性の概念について」『日
本公共政策学会年報』1999年 1 月
　　　・ 《公共性》とは、社会的共存の秩序が
もつ一般的・全体的・共通的・公式的
な性格のことである（p22）。
　　　・ 《公共性》は社会的共存の思想を核心
とする概念であって、多数の人々が包
摂されているこの共存秩序の全体的・
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一般的・共同的・公式的な性格のこと
をさしている（p29）。
　　◆ 橋爪大三郎「公共性とは何か」『社会学
評論』第50巻第 4 号（第200号）、2000
年 3 月、p19
　　　・ 「公共性の概念は、ある問題領域が、
不特定の人びとに開かれているところ
に成り立つ。」
　　　・ 「公共的であるとは、広く社会に開か
れていること。もう少し狭い範囲に閉
　　じられていること（私的である
こと）と対立する、相対的な概念であ
る。」
　　◆ 斎藤純一『公共性』岩波書店、2000年
　　　・ 「公共性」の意味合い（pⅷ～ⅹ）：互
いに抗争する関係にある。
　　　　 1 ． 国家に関係する公的な（official）
ものという意味。
　　　　 2 ． 特定の誰かにではなく、すべて
の人びとに関係する共通のもの
（common）という意味。
　　　　 3 ． 誰に対しても開かれている（open）
という意味
　　◆ 山口　定ら編『新しい公共性－そのフロ
ンティア－』有斐閣、2003年
　　　　 （山口　定「序章　新しい公共性を求
めて－状況・理念・規準」）
　　　　 正当性判定基準としての「公共性」
（p18～26）
　　　　　①　 「社会的有用性」もしくは「社
会的必要性」
　　　　　②　「社会的共同性」
　　　　　③　「公開性」
　　　　　④　普遍的人権
　　　　　⑤　 国際社会で形成されつつある
「文化的横断的諸価値（cross-
cultural values）」
　　　　　⑥　 集合的アイデンティティの特定
レベル」
　　　　　⑦　 新しい公共争点への開かれたス
タンス
　　　　　⑧　 手続きにおける民主性
　　◆ 山口　定『市民社会論－歴史的遺産と新
展開』ミネルヴァ書房、2004年
　　　　 8 つの公共性基準（p278～285）
　　　　　①　 「社会的有用性」もしくは「社
会的必要性」
　　　　　②　 「社会的共同性」
　　　　　③　 「公開性」
　　　　　④　 普遍的人権
　　　　　⑤　 国際社会で形成されつつある
「文化的横断的諸価値（cross-
cultural values）」
　　　　　⑥　 集合的アイデンティティの特定
レベル
　　　　　⑦　 新しい公共争点（リスク問題）
への開かれたスタンス
　　　　　⑧　 手続きにおける民主性
　　◆ 山脇直司『公共哲学とは何か』ちくま新
書、2004年
　　　　 「あえて大別すると、その意味はおよ
そ、①「一般の人々にかかわる」、②
「公開の」、③「政府や国の」の三つに
わけられる。」（p19）
　　◆ 大谷雅人「公共財の公共性－道路の場合
－」立命館大学大学院先端総合学術研究
科『Core Ethics』Vol. 1、2005年、p74
　　　　公共性の示標
　　　　　①　 公的であること：伝統的な操作
概念である「公⇔私」あるいは
「官⇔私」と重なる。国家との
関わりかたの強弱。国家のかか
わりが多いほど公共性が高い。
　　　　　②　 共通性：関係するひとの多寡。
関係する人が多いほど公共性が
高い。
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　　　　　③　 公開性：公開の程度または参入
可能性の大きさ。公開されたも
のほど公共性が高い。
　　　　　④　 社会的有用性：社会にとっての
必要性あるいは効用の大小。社
会的に必要性が大きいほど公共
性が高い。
　　　　　⑤　 社会的共同性：社会の価値観と
の適合性。適合しているほど公
共性が高い。
　　　　　⑥　 手続きにおける民主性：定めら
れた手続きが民主的であるか。
また手続きが遵守されている
か。民主的であるほど公共性が
高い。
　　　　　⑦　 言説空間としての位置づけ：上
記のさまざまな示標の背後にあ
る極めて抽象的な性質。
　　◆ 佐藤岩夫「公共性の法社会学－企画趣
旨説明－」日本法社会学会『公共性の法
社会学』（『法社会学』第68号）、有斐閣、
2008年 3 月、p3
　　　　第 1 ： 国家関係性（official）：「社会の
共通事項に関する決定におい
て伝統的には国家が重要な役
割をはたしてきた事態を指し」
　　　　第 2 ： 社会共通性（common）：公共性
の出発点：「自分あるいは特定
の人や集団だけにでなく、社
会のすべての人びとに関係し、
それゆえ社会の共通の関心事
として扱う必要があるという
性質（社会共通性）が公共性の
出発点となる。」
　　　　第 3 ： 公開性（open）：「問題となって
いる事柄が社会のメンバーの
共通の関心事であるがゆえに、
それをめぐる議論やコミュニ
ケーションへのアクセスが広
く人びとに開かれたものでな
ければならないという公共性
をめぐる社会関係の固有の属
性を示すもの」
　 　これら 7 人 8 件の公共性に関する定義か
ら、最も基本的な、各論者に共通した要素と
して、①社会的共通性（common）と②公開
性（open）の 2 つを抽出することができる。
国家機関性は斎藤純一ら4氏4件によって重
要な要素とされているが、そのうち 2 氏 2
件は国家機関性を伝統的なものとみなして相
対化している。3 氏 4 件は、国家機関性を公
共性の重要な要素としてはいない。したがっ
て公共性一般において最も重要な要素は、社
会的共通性と公開性の 2 つとすることが妥
当のように思われる。
（2）新しい公共性の概念
　古い公共性とは異なる、「新しい公共性」と
は何か。その「新しさ」は何に求められるので
あろうか。
　福嶋浩彦氏は同研究年報において、「新しい
公共」について「本来の公共」であると言った
ほうがよいとしながら、ＮＰＯやコミュニティ
ビジネス、歴史のある協同組合、いろいろな社
会福祉法人という、民間のあらゆるセクターが
公共を担っており、この民間のいろいろな主体
と行政が対等に連携して公共をつくっていくと
いうことであるとする。そしてこの新しい公共
は、市民自治を理念として実現していくとし、
「市民自治」を理念とした新しい公共とは、「市
民の自立的な活動」と「主権者である市民のコ
ントロールのもとに置かれた行政」、この2つが
きちんと連携することによってつくられていく
とする。そして、こうした公共の役割は今後ま
すます増大していくとする（注 9 ）。
　このように新しい公共性の担い手（ＮＰＯや
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協同組合）と仕組み（市民自治）について重要
な指摘がなされている。まさしく古い型の国家
の独占としての公共性と異なった、新しい公共
は、新しい仕組みと新しい担い手による公共な
のである。
　しかし「新しい公共性」の「新しさ」につい
て、このような新しい仕組みと新しい担い手の
根拠として、「新しい公共性」の内容それ自身
の特質について検討されなければならない。新
しい公共の内容それ自身の特質とは何か。
　第 1 に、新しい公共の内容として、それが人
々の日常生活、生活世界に立脚しているという
ことである。それは決して国家や行政といった
いわば外部からの強制による公共ではなく、ま
たかつては個人的・私的領域の問題とみなされ
ていた、社会一般の人々に内在する、家庭の問
題や個人的能力の問題、子育てや高齢化の問題
等が、実は社会的公共的課題であるということ
である。
　第 2 に、新しい公共の内容は、人々の生命・
人生にかかわる人間の存在自体の問題となって
いることである。人間の生命・医療問題や食料
問題や環境問題のみならず、教育問題や若者た
ちの将来人生の問題として提起されている今日
の社会的諸問題は、いずれも生命・人生といっ
た人間存在が問われている新しい深刻な公共的
課題である。
　第 3 に、公共性一般にも通じるが、新しい公
共の内容は、社会一般の人々に共通する課題で
あるということである。非正規雇用の問題や格
差の問題等はその意味で私的・個人的課題では
なく、多くの人々に共通するまさしく社会的公
共的課題である。
　このように新しい公共性の新しさとは、内容
自身に即してみると、日常・生活に立脚した生
命・人生の人間存在に関わる多くの人々に共通
したものになっているということである。新し
い公共性の仕組み（市民自治）、担い手（ＮＰ
Ｏや協同組合等）は、こうした新しい公共性の
内容自身と深く関わっているのである。ある意
味で新しい公共性の内容がそれにふさわしい仕
組みと担い手を必要にしているともいえるので
ある。それはその新しい公共性の当事者自身の
自治と協同である。
3 ．市民自治とは何か
　第 2 の課題：市民自治とは何かであるが、前
述のとおり、福嶋浩彦氏は、新しい公共として、
市民自治を理念として実現していくことを提起
し、「市民自治」を理念とした新しい公共とは、
「市民の自立的な活動」と「主権者である市民
のコントロールのもとに置かれた行政」、この
2 つがきちんと連携をすることによって、つく
られていくとした（注10）。新しい公共性の仕組
みとしてこの市民自治が位置づけられている。
国家・行政ではなく市民自治が新しい公共性の
仕組みなのである。
　この場合の市民であること（市民性）・シチ
ズンシップについて、中川雄一郎氏は本研究年
報において、①市民による自治、②市民の平
等の権利、③市民の自発的責任、④市民による
参加（自発的、自主的参加）の 4 点を指摘す
る（注11）。ここにおける市民とは近代社会にお
ける「ブルジョアジー」としての市民ではなく、
現代社会における社会一般の人々としての「市
民」である。すなわち、新しい公共性の所在す
るところであり当事者であり、新しい公共性の
担い手である、社会一般の人々である、そうい
った市民である。
　前山総一郎氏は本研究年報において、旧来の
「住民参加」「市民参加」から新しい「住民統治」
「市民統治」の重要性を指摘している。そして
今後、住民による地域自治、コントロールが新
しい公共の姿を現しつつ、住民主体の新たな自
治の根幹をなしていくと展望している（注12）。
　このように新しい公共においては、社会一般
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の人々である市民こそその当事者であり、その
主体者であり、そうした市民自身による市民自
治が不可欠であるのである。
4 ．新しい公共性における協同の意義
　第 3 の課題は、公共性とくに新しい公共性に
おいて、人々の連帯や協同の意義は何に求めら
れるか、ということである。ある意味で特定性
を有する協同性（共同性）である「協同」は、
広く社会一般の公共的課題においていったいど
のように位置づけられるのであろうか。公共性
と協同性（共同性）は両立可能であろうか。こ
れは本研究年報および総括フォーラムのテーマ
である「新しい公共と市民自治」における最大
の重要問題のひとつである。
　その答えは先に検討した公共性一般や新しい
公共性に協同性（共同性）が内在しているとこ
ろに求められる。先述のとおり、「公共性」一
般とは、広く社会構成員における、人的性格、
共通の課題性、公正性、公開性においてとら
えられ、個人的自助を超えたところのものであ
る。福嶋浩彦氏による公共の定義に含まれてい
た「共通の利益」の中に人々の協同の契機を認
めることができるであろう。また新しい公共性
の新しさとは、日常性や生活世界に立脚した生
命・人生といった人間存在に関わる、多くの人
々に共通したものになっているということであ
ったが、こうした新しい公共における日常性や
共通性の中に協同の契機が内在しているといえ
よう。人々の協同的行為を通じてこうした新し
い公共的問題を解決していくことができるので
あり、そこに協同が重要なものとして位置づけ
られるのである。
　また新しい公共性を追求する前記の「公共哲
学」は、新しい公共性において「共同性」の意
味を重要視する。すなわち、新しい公共性の「新
しさ」は、公私二極対立から「共」による公私
の媒介という発想を導入するところにある、公
共性・公共空間・公共意識とは「みんなととも
に」「たがいのためになること」を考え、議論し、
決定して実行するプロセスである、と公共性に
おける「共」の意義を強調する。個が共同に
より公共性を開いていくのであるとする（注13）。
ここで公と私の媒介的役割、個が公共性を開く
手段的役割として公共性における協同の意義が
強調されている。
　そして新しい公共性としての「自律的公共
性」についてふれ、自律的公共性とは自律的な
個人によって形成される、アソシエーション
（結社）に媒介された「高次における相互主観
性」つまり合意形成としての公共性であるとす
る（注14）。
　ところでここで「協同」についてその意味す
ることを明確にしておかなければならない。と
いうのは「協同性」と「共同性」を区別するこ
とが求められるからである。「共同性」には異
なったものの一体化が含意されているが、「協
同性」は異なったものの「協同」であり、異質
性を尊重し、協同するものの独立性・自立性を
維持した上で、共通の問題について協同すると
いうことである。ここでの「協同」とはそれぞ
れの「相互自立」・「相互自助」を原理とした「協
同」なのである。すなわち、相互性と自立性、
相互性と自助が統合された原理であり、自助自
立のための相互扶助（協同）、自立したものの
相互扶助（協同）なのである（注15）。「公共哲学」
における先の「共同性」はここにいう「協同性」
のことであろう。
　公共性と協同性（共同性）に関して、小松裕
の研究によれば、足尾鉱毒事件を闘った田中正
造は、国家と公共を明確に区別し、公共とは社
会レベルのものであると考え、「公共協力相愛
の生活」を「自治の精神」によって実現するこ
と、すなわち公共性と共同性（協同性）を自治
の精神によってともに実現しようとしていたの
である。それはまさしく「『共同性』と『公共性』
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をともに踏まえたあるべき社会関係と、それを
基盤とした民主主義実現の一つの可能性が示唆
されているのである。」（注16）。ここに国家的公共
性と異なる本来の公共性・新しい公共性が提起
されているのである（注17）。
　このように公共性一般の根拠として、そして
新しい公共性の新しさとして、「協同」の契機
は不可欠なものとして位置づけることができ
る。
5 ． 新しい公共性における協同組織の意
義と課題
　第 4 の課題は、新しい公共性における協同組
織である協同労働の協同組合の意義と課題は何
か、ということである。この協同労働の協同組
合に関して、本研究年報においていくつか論究
されている。
　福嶋浩彦氏は、「公共を担う民の主体をでき
るだけ豊かにしていくというのは、民の主体の
数を増やしていくということも大切ですが、主
体の中身が豊かであるということがものすごく
大切だと思います。そのときに、協同労働が非
常に大きな意味をもつのではないか。」と、新
しい公共を担う主体として、そうした質を持っ
た 3 つの協同（①働く者同士の協同、②利用者
との協同、③地域の人と人との協同）に立脚し
た「協同労働の協同組合」を「市民自治の原点」
として高く評価する（注18）。また宮本太郎氏は
本研究年報で、参加とつながりの担い手として
協同労働の協同組合を位置づける（注19）。これ
らはいわば新しい公共の担い手としての評価で
ある。
　また前山総一郎氏は、新しい公共の姿として
現れる住民による住民自治の方向と、自分たち
の仕事を創出し、自分たちで経営していこうと
するワーカーズコープの精神とが共通している
とし、住民自治・市民自治の観点から協同労働
の協同組合を位置づける。いわば住民自治・市
民自治という新しい公共の仕組みからの評価で
ある（注20）。
　さらに中川雄一郎氏は、個人の課題・問題
や要求は社会の課題・問題や要求として提示さ
れ、社会のなかで解決されなければならないと
し、協同労働の協同組合はそれを体現している
としている（注21）。また本田由紀氏は、ワーカ
ーズコープのような働き方（雇用労働ではない
働き方）が若者をめぐる労働と生活の問題を解
決するものとして、協同労働の協同組合を評価
する（注22）。これら中川氏雄一郎氏と本田由紀
氏はいわば新しい公共の課題・内容、その解決
方法からの評価である。
　このように本書の各論考において協同労働の
協同組合は、新しい公共の担い手、その仕組み、
新しい公共課題の内容・その解決方法といった
観点から位置づけられた。
　ここで確認しておかなければならないこと
は、この協同労働の協同組合の目的および事業
が、先の第 1 課題において検討した新しい公
共的課題であるということである。協同労働の
協同組合の法案要綱には、同協同組合の目的と
して、就労の場の自発的創出・地域社会の発展
・働く意欲のある者の能力を生かせる社会の実
現をあげ、同協同組合の事業として、自己及び
他の者の就労の場の自発的創出、職業能力の向
上、地域福祉及び地球環境の向上を推進する事
業等の地域社会の発展に貢献する事業を挙げて
いる（注23）。協同労働の協同組合におけるこれ
らの目的や事業は、地域社会の発展に貢献する
ことを基礎に、個人的に切実であり、生命・人
生に関わる人間存在に関わる、就労・福祉・教
育等の社会一般の人々に共通の課題であり、そ
れらはまさしく新しい公共的課題である。協同
労働の協同組合の目的と事業が新しい公共の諸
課題であるということは、協同労働の協同組合
が新しい公共の担い手であることの別表現であ
る。
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そして新しい公共の担い手である協同組織とし
ての協同労働の協同組合は、旧来の協同組合運
動に対して新しい協同運動としての特質を有す
る。その新しさとは、①消費者・農業者の協同
運動ではなくワーカーズの協同運動という意味
と、②共益を追求する協同運動としての役割の
みならず公共的な社会目的を追求する協同組合
という意味の、二重の意味で新しい協同運動と
しての特徴を帯びている。その意味で協同労働
の協同組合は新しい協同運動として、日本にお
ける「ワーカーズ型社会目的協同組合」といっ
た特質を有するものとして位置づけられるので
ある。この新しい協同運動は、新しい産業革命
の担い手として評価された「レイドロー段階」
からさらに進展した段階としてみなすことがで
きるのかもしれない。
　加えて前述した第 3 の課題における新しい
公共性における「協同」の観点から、協同組織
としての協同労働の協同組合を位置づける必要
があると思われる。新しい公共性にとって必要
な「協同」の契機を体現したものとして協同組
織たる協同労働の協同組合を評価する必要があ
るであろう。ＮＰＯ等も「協働」を提唱してい
るが、協同組合における「協同」は、出資・利
用・経営（運営）の三位一体の協同（ワーカー
ズコープの場合は、出資・労働・経営（運営）
の三位一体の協同）であり、前述したように独
立・自立したものの協同（「相互自助」「相互自
立」の協同）である。新しい公共である、社会
一般の人々に共通する様々な困難やニーズを解
決するには、こうした共通の問題をかかえる社
会一般の人々自身が協同して解決することが最
善であり、そういう中で人々の個人的限界を克
服し個人的能力を高めていく、それが協同組合
の協同である。その協同の体現者として協同組
織たる協同労働の協同組合を位置づけることが
できるであろう。
　さらに「協同労働」それ自身について言及し
ておきたい。ここでいう「協同労働」は、個人
的労働である自営的労働ではなく、協業ではあ
るが雇われた雇用労働でもなく、出資・労働・
経営（運営）を協同化した上での協同労働であ
る。その意味で「第 3 の労働」ということもで
きるが、次のような諸点にも着目する必要があ
るであろう。すなわち、協同労働は、一体化し
た「共同労働」ではなく、独立した個人の協同
であり、自発的自主的労働であり、協業に基づ
いた協同労働であるということである。孤立し
た個人的労働ではなく、その意味では協業に基
づいた労働である。いずれにしても協同組合と
しての一般的特質と協同労働の協同組合として
の独自性がともに発揮されなければならない。
　しかし新しい公共性の特質としての公開性の
観点から協同組合をとらえなおさなければなら
ない。協同組合は共通の利益を追求するものと
して一定の特定性を有する。あるいは特定集団
としての閉鎖性がつきものであるとも指摘され
る。問題は、公共性に不可欠な公開性が特定性
を有する協同組合においてどのように可能か、
ということであろう。すなわち「開かれた共同
体」としての協同組合の可能性であり、その根
拠を何に求めるかである。それは「協同」の根
本原理としての「相互自助」「相互自立」の原
理であり、協同組合原則である「加入脱退の自
由」の意義である。独立・自立したものの協同
としての「相互自助」「相互自立」はある意味
でゆるやかな協同性（共同性）であり、その意
味で公開性の基盤となるであろう。そして加入
脱退自由の協同組合原則は、開かれた協同組合
の在り方を担保するものであり、協同組合ひい
ては団体一般の公共性を体現するものがこの加
入脱退の自由である。いずれにしても協同組合
の公開性が追求されることが協同組合にとって
の重要な課題となるであろう。
　すなわち協同組織としての協同労働の協同組
合には、公開性を確保し「開かれた共同体」を
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つくるという課題が課されることになる。それ
はどのようにして可能であろうか。現段階にお
いてはさしあたり、第 1 にその目的・課題の性
格であり、それが広く社会に関わる公共的課題
であるということであり、第 2 に上記の協同組
合の原理や原則にかなった運営を行うことであ
り、第 3 に利用者や地域社会一般に開かれた運
営を行うことである、といえようか。
　開かれた協同によって新しい公共的課題を解
決する方式として、公共性と協同性の結合をこ
の新しい協同組織としての協同労働の協同組合
に期待したい。
おわりに
　以上 4 つの課題の検討から明らかになった
ことは以下のとおりである。すなわち、新しい
公共性は、個人・私人の日常的生活世界から出
発し、生命・人生といった人間存在の根源につ
ながる、社会一般の人々に対する共通課題を、
それに関わる人々自身による自治と協同の原理
に基づいて解決していくことによって展開され
る。そこでは「開かれた共同体」として協同組
織たる協同労働の協同組合の重要な役割が存在
する。それは国家的公共性や行政的公共性では
なく、いわば市民的公共性、アソシエーション
的（結社式）公共性とでもいえる新しい公共性
である。ここに、開かれた協同によって新しい
公共課題を解決する方式、その意味で公共性と
協同性の結合をこの新しい協同組織としての協
同労働の協同組合に見ることができるし、その
ように期待したい。
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　11　自治から考える公共性』東京大学出版会、
2004年、西尾　勝「分権改革による自治世界形
成」、136ページ。
（ 8  ）「公共性」の定義についての主要な見解、 7
人 8 件であり、そこに「新しい公共性」が示唆
されている。
（ 9  ）前掲、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』27～29ページ。
（10 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』27～29ページ。
（11 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』102～103ページ。
（12 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』51、73～74ページ。
（13 ）前掲、『公共哲学　7　中間集団が開く公共性』
金　泰昌「おわりに」378～379ページ、金　
泰昌発言25ページ。
新しい公共性における協同性
－新しい協同組織の意義と課題－（堀越芳昭）
― 80 ―
（14 ）佐々木　毅・金　泰昌編『公共哲学　2　公
と私の社会科学』東京大学出版会、2001年、今
田高俊「社会学の観点から見た公私問題」45ペ
ージ。
（15 ）協同組合における「相互自助」原理の系譜や
意義について、下記の拙稿の記述を参照された
い。
  　・ 拙稿「第三段階のＩＣＡ（国際協同組合同
盟）原則－その系譜と定義・価値・原則の検
討－」山梨学院大学『社会科学研究』第20号、
1996年12月。
  　・ 拙稿「1937年ICA原則の成立とICA定款の展
開－独占禁止法適用除外要件の根拠」中央協
同組合学園『農協基礎研究』第17号、1997
年 7 月。
  　・ 拙稿「国際協同組合原則と独占禁止法－原則
・組合法・独禁法の相互関係－」山梨学院大
学『経営情報学論集』第 4 号、1998年 2 月。
  　・ 拙稿「協同組合の基礎概念－その哲学・定義
・特質－」日本大学経済学部『経済集志』第
72巻第1号、2002年 4 月。
（16 ）小松　裕「田中正造研究の新しい方向性－『公
共協力相愛の生活』の可能性－」渡良瀬川研究
会編『田中正造と足尾鉱毒事件研究』第13号、
随想舎、2003年11月、27ページ。
（17 ）前掲、『公共哲学　11　自治から考える公共
性』小松　裕「田中正造における自治と公共性」
308ページ以降
（18 ）前掲、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』29ページ。
（19 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』213ページ以降。
（20 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』74ページ。
（21 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』116～118ページ。
（22 ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』208ページ。
（23 ）「協同労働の協同組合法」は「協同労働の協
同組合」法制化をめざす市民会議（会長　笹
森　清）により、2008年 2 月20日付の「ワー
カーズ協同組合」（仮称）　法　（協同で出資し、
協同で労働する組織の法律）・要綱案として公
表されている。そのアドレスは次の通りである。
  　http://associated-work.jp/02point02.html
  　 　なお、本法要綱案の総則中、目的、定義、組
合の基準、事業の項を以下に示しておこう。
「ワーカーズ協同組合」（仮称）法
（協同で出資し、協同で労働する組織の法律）・要綱案
第一　総則
一　目的
　 　この法律は、共同出資・共同経営で働くもの
たちの組織に対し法律上の能力を与えること等
により、働く意思のある者らが人たるに値する
生活と働き方を求め就労の場を自発的に創出す
る活動を推進し、併せてこれらの者による地域
社会の発展に貢献する活動を促進し、もって働
く意欲を持つだれもがその能力を生かせる社会
の実現に資することを目的とすること。
二　定義
1 　 協同出資・共同経営で働くとは、働く意思の
ある者たちが協同で事業を行なうために出資
をし、協同で経営を管理し、併せて協同で物
を生産し又はサービスを提供する働き方（以
下、協同労働）をいうものとすること。
2 　 協同労働を行なうための組織とは、ワーカー
ズ協同組合をいうものとすること。
三　組合の基準
1 　 組合の組合基準は、次の各号とするものとす
ること。　
（一） 組合員が任意に加入し、又は脱退することが
できるものであること。　
（二） 組合員の出資1口の金額は、各組合員において
同一の金額とするものであること。　
（三） 組合員の議決権及び選挙権は出資口数にかか
わらず、平等とするものであること。
（四） 剰余金がある場合には、働く意思のある者の
就労の創出・確保等のために支出される積立
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金及び労災事故等に備える保険引当金等に、
これを積み立てるものであること。
（五） 剰余金を処分する場合には、まず前号に掲げ
る積立を行ない、残余がある場合は労働に対
する割り戻し及び組合員が承認するその他の
活動に配分し、更に残余がある場合は出資に
対する配当を行ない得るものとするものであ
ること。
　　 ただし、配当を行なう場合は、出資に対する
配当の率が制限されるものとすること。
2 　 組合において事業に従事する者は原則として
組合員とし、組合員は組合の事業に原則とし
て従事するものとし、定款で定めを行なった
場合は、組合の事業を利用し又は事業を支援
するだけの組合員の参加を認めるものとする
こと。
3 　 組合員に関して定款で定めをなすについては、
組合の事業の利用者及びその組合が所在する
地域の地域団体又はその構成員と事業に従事
する組合員との協同を積極的に推進すること
を旨とするものとすること。
四　事業
　組合は次の事業を行なうものとすること。
（一） 社会に有用な物又はサービスを提供し、自己
及び他の者のために就労の場を自発的に創出
する事業
（二） 組合員及び他の就労希望者の職業能力及び協
同組合に関する知識の向上を図る事業
（三） 組合員の生活の共済に関する事業
（四） 地域福祉及び地球環境の向上を推進する事業
等の地域社会の発展に貢献する事業
（五） 協同組合間の協同及び前各号のいずれかの事
業を主たる事業として行なう法人等との地域
的協同を促進する事業
（六） 前各号に付帯する事業
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